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2022年XX月XX日
1. 電子帳簿保存法の改正による義務の整理
	項目
	取組種別
	備考

	電子帳簿等保存
	任意
	法4条1項・2項

	スキャナ保存
	任意
	法4条3項

	電子取引のデータ保存
	義務
	法7条。対策[footnoteRef:1]が必須 [1:  主として、事務処理規程・名称変更による検索の仕組み・バックアップ機材の準備と購入。] 




2. 電子取引の対象の確認
1. EDI取引
2. 電子メールを利用した請求書や領収書等のデータの授受
3. クラウドサービスを利用した電子請求書や電子領収書の授受
4. インターネットのホームページからダウンロードした請求書や領収書等のデータ（PDFファイル等）又はホームページ上に表示される請求書や領収書等のスクリーンショットの利用
5. クレジットカードの利用明細データ、交通系ICカードによる支払データ、スマートフォンアプリによる決済データ等を活用したクラウドサービスの利用
6. ペーパーレス化されたFAX機能を持つ複合機の利用

3. 税務調査時へのリスク確認
データ保存をしていないと、将来的な青色申告の取り消しや損金計上否認のリスクがある

4. 費用の確認
・初年度：ブルーレイドライブ(以下「BD」)＋命名くん[footnoteRef:2]1年3ライセンス	約3万円 [2:  ㈱アイ・オー・データ機器製ファイル名変更ソフト。クリック操作主体で名前変更でき教育手間減、分業易。] 

	(早期特典でM-DISC[footnoteRef:3]５枚がついてくる：参考価格１万円) [3:  レーザーによる書込みで災害にも強く、100年以上データを保持可(耐光性・耐海水・耐折曲げ)。] 

・2年目以降：命名くん 1年ライセンス x 3 				約1万円

5. 処理フローの確認
対象フォルダへの保存/保存用のメールアドレスに転送 → 命名・保存処理

6. 改正義務への対応チェック表
(1) 事務処理規程の作成
(2) BDの早期購入、命名くんの6ヶ月無料トライヤル実施、導入
(3) 対象書類の確認
*全般的な対応について記載しております。個別の疑問点などは顧問税理士等へご確認ください。
